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賃上げ額と賃上げ率の推移 

　賃上げ額と賃上げ率の推

移を年次別にみると、賃上げ

額は労組のある企業が

3,051円（前年調査3,871円）、

ない企業が1 , 1 0 8円（同

1,227円）となっている。  

　また、賃上げ率は、労組の

ある企業が1.22%（前年調

査1 . 6 0 % ）、ない企業が

0.49%（同0.56%）となり、労

組のある企業、ない企業とも

賃上げ額、賃上げ率ともに前

年を下回っている。 

春季賃上げ状況 

業種別賃上げ状況（労組のない企業） 

新規学卒者の学歴別初任給の状況 

　新規学卒者の学歴別初

任給をみると、対前年上昇

率で｢その他女子｣が8.9％、｢大

学卒女子｣が0.2％と前年を

上回ったものの、それ以外で

は前年を下回っている。最も

下回ったのは｢その他男子｣

で－11.8％、次いで｢高校卒

男子｣－5.5％となっている。 

　賃上げ率を業種別にみると、労組のない企業では｢サービス業｣

が1.32％で最も高く、以下｢鉱業｣0.77％、｢卸・小売業｣0.63％の順

となっている。また、労組のある企業では｢サービス業｣が1.70％で最

も高く、以下｢製造業｣1.28％、｢卸・小売業｣1.25％の順となっている。 

　労組のない企業の業種別賃上げ状況を

男女別・業種別にみると、男子では賃上げ額

1,193円（前年調査1,292円）、賃上げ率0.48

％（同0.52％）といずれも前年を下回っている。

女子も賃上げ額947円（前年調査948円）賃

上げ率0.59％（同0.63%）と前年を下回って

いる。  

　業種別では、賃上げ率が最も高いのは、男

女とも｢サービス業｣で、以下｢鉱業｣｢小売業｣

の順となっている。  

　なお｢建設業｣｢製造業｣｢卸売業｣｢運輸業｣

の4業種は平均の賃上げ率を下回っている。 
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H15/3卒 H14/3卒 H15/3卒 H14/3卒 H15/3卒 H14/3卒 H15/3卒 H14/3卒 

対前年上昇率(%) 男女格差 
（各学歴男子=100） 

学歴格差 
（高校卒＝100）  

※その他は、短大・専門学校・高専など 
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鉱　　　　　　業  

建　　設　　業  

製　　造　　業  

卸・小売　　卸売業 

　業　　　 小売業 

　　　　　小　計 

運　　輸　　業  

サ　ー　ビ　ス　業  

全　　業　　種 

賃上げ額 賃上げ前基準内賃金 賃上げ率 平均年齢 

※Ａ：労組の無い企業（センター調査）　Ｂ：労組のある企業（県労政能力開発課調査）        
※基準内賃金は、毎月決まって支払われる賃金（基本給、住宅手当、家族手当、通勤手当など）        
※χは、サンプル数が2企業以下のため秘匿扱い。―は該当企業なし。       

 

鉱　　　業  

建　設　業  

製　造　業  

卸　売　業  

小　売　業  

運　輸　業  

サービス業  

全　業　種 
（前年度） 

男　子 企

業

数 

（単位：円、％） 表3

（単位：円、％） 表2

賃上げ 
前基準 
内賃金 

賃上げ 
　額 

平　均 
年　齢 

賃上げ 
率 

女　子 

賃上げ 
前基準 
内賃金 

賃上げ 
　額 

平　均 
年　齢 

賃上げ 
率 

男女合計 

賃上げ 
前基準 
内賃金 

賃上げ 
　額 

平　均 
年　齢 

賃上げ 
率 

 

 136,410 144,416 -5.5 -2.6 

 129,393 129,542 -0.1 -8.1 94.9 89.7 

 178,950 179,796 -0.5 -3.3   131.2 124.5  

 175,200 174,905 0.2 -1.7 97.9 97.3 135.4 135.0  

 152,895 173,344 -11.8 -0.7   112.1 120.0  

 162,272 148,980 8.9 -9.3 106.1 85.9 125.4 115.0 

 211,610  1,632  0.77  45.0 

 261,418  524  0.20  40.2 

 187,009 258,896 687 3,307 0.37 1.28 38.2 37.5  

 219,774  200  0.09  38.1 

 236,351  1,744  0.74  35.1 

 233,435 223,975 1,472 2,790 0.63 1.25 35.6 35.9  

 211,077 201,877 0 1,988 0.00 0.98 38.8  42.6  

 224,061 237,495 2,965 4,031 1.32 1.70 36.5 41.5  

 225,410 249,373 1,108 3,051 0.49 1.22 38.3 38.9 

 6 223,209 1,694 0.76 45.0 157,143 1,339 0.85 45.3 211,610 1,632 0.77 45.0  

 51 269,960 525 0.19 40.6 193,000 1,033 0.54 36.7 261,418 524 0.20 40.2  

 34 216,673 820 0.38 37.4 141,308 491 0.35 39.2 187,009 687 0.37 38.2  

 9 237,717 236 0.10 39.9 172,377 104 0.06 33.5 219,774 200 0.09 38.1  

 28 255,714 1,794 0.70 35.7 179,299 1,485 0.83 32.4 236,351 1,744 0.74 35.1  

 4 216,766 0 0.00 39.3 169,582 0 0.00 34.7 211,077 0 0.00 38.8  

 32 247,118 3,868 1.57 36.8 168,484 2,081 1.23 33.6 224,061 2,965 1.32 36.5  

 164 246,421 1,193 0.48 38.6 160,675 947 0.59 36.8 225,410 1,108 0.49 38.3 
 （234） （249,589） （1,292） （0.52） （39.4） （149,428） （948） （0.63） （37.9） （217,745） （1,227） （0.56） （38.9） 
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労組無（率） 
労組有（率） 

労組無（額） 5.93

4.81

4.06

3.38

5.41

4.69

3.90

3.28

5.58

5.58

5,10

4,12

3,16
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3,07

2.31
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2.27

1.28
1.09 1.04

0.56 0.49

2,842,70
2,38

1,86
1,55

1,96
1,60

1,22

労組有（額） 

10,040

10,678
10,784 9,468
10,243 8,294
8,517 6,870
6,753 5,624
6,419

6,588 4,337
6,252 4,538
5,300 2,556
4,628

2,778
3,606
2,179
4,618

4,461

9,067

8,4856,8674,614
5,628

5,706
6,899
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（単位：円、％） 表1
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％
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賃上げ率 
0．49％ 

5年連続の減少 

賃上げ率 
0．49％ 

5年連続の減少 

賃上げ額 
1,108円 
3年連続の減少 

 

賃上げ額 
1,108円 
3年連続の減少 

 

【特集】 
平成15年度　賃金実態調査結果 

　当センターが8月1日現在でまとめた県内中小企業の賃
上げ状況は、労働組合のない企業（有効サンプル164企業）
の加重平均(有効回答企業数の賃上げ総額÷有効回答企業
の従業員総数）で、賃上げ額1,108円、賃上げ率0.49％
となり賃上げ額・賃上げ率ともに前年を下回る結果となった。
（前年調査：賃上げ額1,227円、賃上げ率0.56％） 
※　｢表１｣及び｢表５｣、｢表６｣は、センター調査全企業分（１９７企業）の集計で
あり、それ以外は｢労働組合のない企業｣１６４企業の集計である。 

額・率ともに 
前年を下回る 

【特集】 
平成15年度　賃金実態調査結果 

対象企業 66業種・1,755企業 
調査時点 平成15年8月1日 
有効回答数 197企業 
 （労働組合（以下労組）のある企業33、労組の

ない企業164） 

前 年 度  259企業 
有効回答数 （労組のある企業25、労組のない企業234） 

　なお、本調査結果をまとめるにあたっては、｢労組のある企業｣につい
ては、県商工労働観光部労政能力開発課が平成15年6月30日現在で
まとめた115企業の賃上げ妥協状況の調査結果を、｢労組のない企業｣
については、当センター回収分164企業の調査結果を掲載している。 
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鉱 　 業  

建 設 業  

製 造 業  

卸 売 業  

小 売 業  

運 輸 業  

サービス業 

全 業 種  

5 

34 

37 

5 

34 

6 

23 

144

次　長 部　長 企
業
数 

課　長 係　長 

（単位：才、円） 表6

※χは、サンプル数が2企業以下のため秘匿扱い。―は該当するサンプルなし。 

 

 50.5 64,120 49.7 64,525 45.1 44,389 39.3 31,806 

 49.5 56,905 49.5 52,018 45.6 36,575 41.6 14,047 

 49.9 35,000   45.1 26,250 34.6 21,667 

 50.9 61,228 49.2 45,455 43.5 39,032 40.0 15,854 

 53.7 45,667 51.0 75,100 50.4 35,780 44.0 30,831 

 48.3 52,424 42.2 43,387 42.9 38,481 40.1 25,121 

 50.3 57,924 48.6 52,063 44.9 38,768 40.7 20,113

   53.0 21,667 52.8 9,250 

   43.0 70,000 40.4 12,800 33.2 9,917 

 47.3 51,250 48.2 55,467 40.9 12,339 34.3 9,500 

       40.2 7,500 

 45.6 39,429 42.5 24,844   39.0 7,375 

 47.3 44,080   45.0 7,200 53.0 4,000 

   51.8 15,750 45.3 9,000 39.1 22,500 

 46.2 43,573 47.9 43,903 42.8 11,078 37.7 10,812

 24 18 12 21 18 5 98（151） 

 1 5 2 7 10 2 27（23） 

 5 6 3 3 6 2 25（38） 

 5 2 0 0 2 1 10（13） 

 0 1 0 0 0 0 1（4） 

 0 1 0 0 0 0 1（4） 

 1 0 0 0 0 0 1（1） 

 1 0 0 0 0 0 1（0） 

 37 33 17 31 36 10 164（234） 

 222,705 225,827 214,216 226,308 218,646 238,801 225,410 

 1,847 1,716 741 -100 1,193 1,750 1,108 

 0.83 0.76 0.35 -0.04 0.55 0.73 0.49 

 38.3 39.7 38.8 40.0 38.2 36.4 38.3  

1～9人 10～19人 20～29人 30～49人 50～99人 100人～ 全体（前年調査） 賃上げ額 
従業員数 

通勤手当 家族手当 その他の諸手当 総支給額 

（単位：円、％） 表5

（単位：件、円、％） 表4

 33.3   66.7 6,601 6,577 66.7 9,676 7,446 222,312 

 58.5 5,543 6,707 69.8 6,087 5,922 77.4 25,881 23,319 271,338 

 78.7 4,500 4,078 85.1 6,203 5,969 68.1 15,466 12,244 228,259 

 33.3 6,167 8,955 100.0 6,284 7,189 55.6 31,267 18,031 221,769 

 65.9 6,777 6,008 85.4 6,552 6,585 68.3 16,766 19,252 249,928 

 62.5 3,345 4,285 87.5 7,223 8,021 100.0 23,240 34,125 252,900 

 69.7 5,755 4,822 81.8 8,018 7,115 66.7 23,928 20,645 249,247 

 65.0 5,436 5,231 80.7 6,621 6,453 71.1 20,949 19,799 247,173 
 （62.5） （5,733） （5,300） （82.6） （6,607） （6,473） （71.8） （20,988） （21,798） （236,410） 

 81.8 6,645 5,247 81.8 7,095 7,093 66.7 16,152 13,486 261,760 

 61.6 5,112 5,224 80.5 6,524 6,209 72.0 21,843 21,961 241,161

※Ａ：支給企業比率　Ｂ：平均支給額（単純平均）　Ｃ：平均支給額（加重平均）   
※χは、サンプル数が2企業以下のため秘匿扱い。 

 

鉱　　　　　業  

建　　設　　業  

製　　造　　業  

卸　　売　　業  

小　　売　　業  

運　　輸　　業  

サ ー ビ ス 業  

全　　業　　種 
（前　年　度） 

労組のある企業  

労組のない企業  

残業手当 基本給 住宅手当 

χ 

χ χ 

－ － 

χ χ 

χ χ 

χ χ 

－ － χ χ 

－ － 

χ χ 

－ － 

χ χ 

χ χ χ χ 

－ － 

χ 

χ χ 

χ χ 

χ χ 

196,807 

231,613 

185,691 

201,420 

212,849 

164,632 

194,067 

202,195 
（192,927） 

213,969 

197,342

 50.0 11,079 11,105 16.7 

 69.8 13,109 13,196 30.2 7,510 5,682 

 85.1 22,352 27,533 31.9 5,470 4,287 

 55.6 6,743 4,030 22.2 

 73.2 12,546 13,519 29.3 7,180 6,801 

 100.0 34,188 43,864 25.0 

 69.7 17,019 21,670 45.5 8,882 5,654 

 74.1 17,037 21,870 32.0 7,056 5,553 
 （68.0） （17,722） （17,672） （37.1） （7,380） （5,480） 

 90.9 22,722 30,627 36.4 4,138 3,237 

 70.7 15,567 17,832 31.1 7,743 6,377

平均年齢 平均支給額 平均年齢 平均支給額 平均年齢 平均支給額 平均年齢 平均支給額 

 

鉱 　 業  

建 設 業  

製 造 業  

卸 売 業  

小 売 業  

運 輸 業  

サービス業 

全 業 種  

5 

34 

37 

5 

34 

6 

23 

144

工場長 営業所長 企
業
数 

作業班長 主　任 

平均年齢 平均支給額 平均年齢 平均支給額 平均年齢 平均支給額 平均年齢 平均支給額 

賃上げなし（マイナスを含む） 

2,500円未満  

2,500円～5,000円未満  

5,000円～7,500円未満 

7,500円～10,000円未満 

10,000円～12,500円未満 

12,500円～15,000円未満  

15,000円以上  

計　（　企　業　数　）  

賃上げ前基準内賃金   

賃 上 げ 額   

賃 上 げ 率   

平 均 年 齢   

 C A B C A B C 

 

 A B C A B C A B C C

従業員規模別賃上げ状況（労組のない企業） 

　労組のない企業の賃上げ状況を従業員規

模別にみると、｢１～9人｣が0.83%で最も高く、

以下｢10～19人｣0.76%、｢100人以上｣0.73%

の順となっている。一方、｢30～49人｣では 

－0.04%となっているほか、全体では「賃上げ

なし（マイナスを含む）」が前回調査（64.5％）

ほど高くはないものの59.8％となっている。 

　ベア後の基本給と各種手

当の支給状況をみると、総支

給額の平均は、247,173円（前

年調査236,410円）、平均基

本給は202,195円（同192,927

円）となり、総支給額に占める

基本給の割合で81.8%（前年

調査81.6%）となっている。  

　前年と比較すると、基本給

部分で9,268円、総支給額で

10,763円の増加となっている。

　全業種で各手当の支給比

率（A欄）が最も高いのは｢通

勤手当｣80.7%、以下｢残業

手当｣74.1%、｢その他諸手

当｣71.1%の順となっている。 

　役職手当を支給している

のは、当センター調査分の有

効サンプル数197企業中１４４

企業であり、全体の73.1%（前

年調査84.6%）となっている。 

 お問合わせ先 情報研修課 TEL 019-621-5389　FAX 019-621-5480 
  URL http://www.joho-iwate.or.jp/sangyo/　E-mail joho@joho-iwate.or.jp

役職手当支給状況 

各種手当支給状況 
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